
港湾におけるコンテナ及び船舶の放射線測定の実施 

 東京電力福島第１原子力発電所からの放射性物質流出を受け、外国から日本発のコンテナ及び船舶
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東京電力福島第 原子力発電所 ら 放射性物質流出を受け、外国 ら 本発 ンテナ及び船舶
の安全性に懸念が寄せられていることから、国土交通省において、港湾におけるコンテナ及び船舶の
放射線測定ガイドラインを定めるとともに、港湾管理者等の下で体制が整い次第、速やかに放射線測
定を実施する。 

１．体  制 
    国土交通省が測定方法等に関するガイドラインを作成。船社

などの要請に基づき、港湾管理者、船舶運航事業者等がガイド
ラインに則ってコンテナの放射線を測定し、公的機関（国、港湾
管理者、日本海事協会）が放射線量の証明を行う。 

  

２．測定方法  
    コンテナターミナルのゲート、船舶の甲板等で、携帯式放射

線測定機器を用いて測定を行う線測定機器を用いて測定を行う。
 

３．基準値の設定 
   放射線に関する国際機関の基準値を参考に、ガイドラインに

おいて安全性に関する基準値を定め、基準値を超えた場合に 携帯型の放射線測定器によりコンテナ表面及び船体の放射線量を測定 
は、コンテナの移動・除染等の措置を取る。 

 
船体の測定 

携帯型の放射線測定器により ンテナ表面及び船体の放射線量を測定

コンテナの測定 コンテナターミナルゲートでの測定 （イメージ図） 

搬入ゲート（輸出） 

放射線計測器による測定【γ（ガンマ）線】 



港湾における放射線対策の概要 

日本の発地港 海外の着地港
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日本の発地港 海外の着地港 

放射線測定のための国土交通省ガイドライン 

船   舶 輸出コンテナ 港湾内の大気・海水 

 ・測定機器の性能、測定方法 
 ・証明書の内容 
 ・基準値、基準値を超えた場合の対応方法 等  

船舶運航事業者等 船舶運航事業者等 

証明書の提出 
証明書 

輸出コンテナの放射線測定 船舶の放射線測定 

証明 提

国及び 
港湾管理者

証明申請 証明申請 証明書 

大気・海水の放射線測定 

国又は 

各国の港湾管理者、 
ＣＩＱ等関係機関 

港湾管理者
測定結果の証明 

国交省ＨＰで情報提供 

日本海事協会 
測定結果の証明 

外交ルートを通じて周知 各国政府 


